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対　象 支援策　＊【 】内は制度
の主体（例：【国】=国の制度） 概　　　　　要 問　　合

従
業
員
の
雇
用
を
継
続
さ
せ
た
い

在籍型出向により労働者
の雇用の維持を図るため
人材の受入れを行った事
業者

23 労働力シェア促
進交付金   【県】

・県が運営するマッチングサイトに掲載された求人情報
などによる出向で受け入れた人材を県内の事業所に
おいて従事させ、出向元と受入先の事業者間で在籍型
の出向契約を締結するなど一定の要件を満たした場
合に助成

・支給額：出向契約の成立1人あたり5万円

県産業人材課
☎058-272-8406

離
職
し
た
求
職
者
を
雇
用
し
た
い

新型コロナウイルス感染
症の影響で離職された求
職者を試行的に雇用した
事業者

24

トライアル雇用
助成金（新型コ
ロナウイルス感
染症対応（短時
間）トライアルコ
ース）　　 【国】

・事前にトライアル雇用求人をハローワークに提出し、ハ
ローワークの紹介により対象者を原則3カ月の有期雇
用で雇い入れ、一定の要件を満たした場合に助成

・支給額：
　 トライアルコース：対象者1人につき月額最大4万円　　　　
　短時間トライアルコース：対象者1人につき月額最大
　2.5万円

ハローワーク高山
☎32-1144

経
営
を
建
て
直
し
た
い

中小企業者・農林漁業者
など 25 事業復活支援金　　　   

【国】

・新型コロナウイルス感染症の影響で、令和3年11月～
令和4年3月のいずれかの月の売上高が平成30年11
月～令和3年3月の間の任意の同じ月の売上高と比較
して、30%以上減少した事業者

・法人250万円以内、個人事業主50万円以内を給付（1
月～2月開始予定）
＊令和3年12月24日の国による発表内容であり今後

変更になる場合があります。

商工振興課
☎35-3144

県内に本店または主たる
事務所を有する中小企業
者・農林漁業者など

26 売上減少事業者
等支援金    【県】

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、岐阜県を
含む19の都道府県において、令和3年10月を対象期
間として実施された要請などに伴う飲食店の休業・営
業時間短縮または不要不急の外出・移動の自粛などの
影響により、令和3年10月の売上が令和元年または令
和2年の10月の売上高と比較して30%以上50%未満
減少した場合に、法人は10万円以内、個人事業者は5
万円以内で給付

・不要不急の外出移動の自粛による影響を受けた事業
者であれば、幅広い事業者が対象となる

・申請期限：1月31日㈪

県支援金
コールセンター
☎058-272-8310

酒類の製造免許または販
売業免許を受けた事業者 27

酒類納入事業者
支援金（月次支
援金上乗せ枠）　　    

【県】

・令和3年10月分の国の月次支援金の給付を受けた酒
類販売事業者などに対して、月次支援金に上乗せ給付
(法人60万円以内、個人事業者等30万円以内)を行う

・申請期限：1月31日㈪

県酒類納入事業者
支援金相談窓口
☎058-271-8255

畜産農家
（肉用子牛生産） 28

肉用子牛流通円
滑化緊急対策事
業            【国】

・肉用子牛の計画出荷に係る掛かり増し経費を支援（飼
料費など）

県畜産振興課
☎058-272-8447

畜産農家（肉用子牛生産）29
優良肉用子牛生
産推進緊急対策
事業        【国】

・肉用子牛の全国平均単価が発動標準を下回った場合
に、経営改善のための取り組みを行う生産者に対して、
販売頭数に応じた奨励金を交付

前
向
き
な
投
資
を
し
た
い

中小企業者 30
生産性改革推進
事業の拡充

【国・市】

・社会経済の変化に対応したビジネスモデルへの転換
に向けた中小企業などの取組みを支援

・対象：ものづくり補助金
　　持続化補助金
　　ＩＴ導入補助金

中小企業基盤整
備機構
☎03-6459-0866

中小企業生産性
革命推進事業コー
ルセンター
☎03-6837-5929

・事業者の自己負担分の一部を補助
・3月31日㈭までに市への計画認定申請が必要（国の交

付決定書を添付する必要があります）
商工振興課
☎35-3144

（低感染リスク型ビジネス枠）




